
施策名 部局名 作成責任者

施策の概要
政策評価

実施予定時期
令和4年度

達成目標1
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値
H23年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度

163,697
(138,075)

184,155
(139,185)

208,379
(152,062)

239,287
(171,122)

267,042
(188,384)

298,980
(208,901)

300,000

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H22年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度

57,501 54,912 54,676 55,969 調査中 調査中 120,000

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・大学等の在籍者（約300 万人）に占める留学生の割合を非英語圏先進国の
ドイツ、フランス並（10％）の割合へと目指し、外国人留学生30 万人の受
入れを目標に設定。また、日本再興戦略（平成25 年6 月14 日閣議決定）に
おいても、留学生30 万人計画の実現について記載されているところであ
る。
※大学、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）、準備教育課程及
び日本語教育機関（H23～）に在籍する留学生数
※括弧内は高等教育機関に在籍する留学生数で内数
【出典】独立行政法人日本学生支援機構｢外国人留学生在籍状況調査｣

①外国人留学生数
（人）

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・18 歳人口（約120 万人）の10％である12 万人を海外留学させることを目
標に設定。また、日本再興戦略（平成25 年6 月14 日閣議決定）において
も、日本人留学生を6 万人から12 万人へ倍増させることについて記載され
ているところである。
【出典】OECD「Education at a Glance」、ユネスコ統計局、IIE「Open
Doors」、中国教育部、台湾教育部
【参考指標】大学等が把握している日本人学生の留学状況（人）
26年度：81,219、27年度：84,456、28年度：96,853、29年度：105,301、30
年度：調査中
※出典：独立行政法人日本学生支援機構「協定等に基づく日本人学生留学状
況調査」

②日本人海外留学生
数（人）

令和元年度実施施策に係る事前分析表

諸外国との人材交流等を通して、国際社会で活躍できる人材を育成するとともに、諸外国の人材養成に貢献し、我が国と諸外国と
の相互理解と友好親善に資する。

（文R1－13－1）

国際交流の推進

第3期教育振興基本計画第2部2　等

大臣官房国際課 奈良哲

平成30年度（当初予算） 令和元年度（当初予算）施策の予算額・執行額
（千円） 29,515,257 30,334,329

施策に関係する内閣の
重要施策(主なもの)

高等教育段階の国際交流等を拡大する。

社会・経済のグローバル化が加速する中で、第３期教育振興基本計画におい
て様々な分野でグローバルに活躍できる人材を育成することが目標とされて
いる。そのため、大学等における優秀な外国人留学生の受入れや日本人学生
の留学生交流等を推進する必要がある。
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関連する
指標

行政事業レビュー
番号

①② 0152

① 0395

①② 0396

①② 0397

①② 0403

① 0404

① 0405

① 0406

① 0407

② 0408

①② 0409

① 0410

①② 0399

② ―

達成手段
（開始年度）

平成30年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和元年度
当初予算額
【百万円】

備考

日本人の海外留学促進事業
（平成26 年度）

97(97) 82.9 ―

大学等の海外留学支援制度
（平成26 年度）

8,017(8,017) 8016.9 ―

独立行政法人日本学生支援機構
運営費交付金に必要な経費

（平成16 年度）

13,400の内数
（13,400の内数）

13,132.7の内数
留学生等に対する学資の支給、各種留学生交流プログラ
ムの実施、留学生宿舎の支援等、留学生交流の推進を図
るための事業を実施。

国際教育交流事業の振興
（平成19 年度）

13（12） 12.9 ―

学者・教職員等の交流
（平成23 年度）

157（147） 129 ―

国際業務研修の実施
（平成９年度）

89（78） 90 ―

留学コーディネーター配置事業
（平成26 年度）

310(275) 450.4 ―

留学生の受入・派遣体制の改善充実等
（平成13 年度）

20(15) 19.8 ―

国費外国人留学生制度
（昭和29 年度）

18,356(17,531) 18,577 ―

外国政府派遣留学生の予備教育
等留学生受入促進事業

（昭和54 年度）
135(110) 118.7 ―

日本台湾交流協会
（昭和47 年度）

672(672) 649.9 ―

新時代の教育のための国際協働
（平成29 年度）

371（370） 360.3 ―

＜参考＞
独立行政法人日本学生支援機構
官民協働海外留学支援制度
～トビタテ！留学JAPAN
日本代表プログラム～

（平成26 年度）

民間企業等からの寄付
により実施

民間企業等からの寄付
により実施

意欲と能力のある日本人留学生の海外留学を促進するた
め、官民協働海外留学支援制度により、経済的負担を軽
減するための奨学金を支給する日本人留学生の選考及び
その支給事務を円滑に実施する。なお、実施に当たって
は民間企業等からの寄附金を募り、計画的に運営する。

昨年度事前分析表からの変更点 ―

留学生就職促進プログラム
（平成29 年度事業）

362(359) 370 ―
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達成目標2
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値
H23年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R4年度

3,257 ― 4,197 ― 4,076 ―
①②を合わせ

て6万人

年度ごとの
目標値

―
対前回調査比

増
―

対前回調査比
増

―

基準値 目標値
H23年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R4年度

29,953 ― 31,645 ― 42,793 ―
①②を合わせ

て6万人

年度ごとの
目標値

―
対前回調査比

増
―

対前回調査比
増

―

基準値 目標値
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

37(※1) 79 87 104 118 138 200

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

③日本における国際
バカロレア認定校等
の合計数（校）

①外国の高等学校等
に留学した日本の高
校生数（人）

初等中等教育段階の国際交流等を拡大する。

社会・経済のグローバル化が加速する中で、様々な分野で活躍できるグロー
バル人材を育成すると共に、諸外国との交流を深めるために、高校生の留学
生交流や国際バカロレア（ＩＢ）の導入による国際的な教育環境づくり等を
推進する必要がある。

実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
グローバル化が加速する中で、様々な分野で活躍できるグローバル人材の育
成が必要であるという状況を踏まえ、「第３期教育振興基本計画」におい
て、「日本人高校生の海外留学生者数を6万人にする」こととしている。
【出典】文部科学省調べ

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
グローバル人材育成の観点から、「未来投資戦略2018─ 「Society 5.0」
「データ駆動型社会」への変革─」（平成30年6月15日閣議決定）におい
て、国際バカロレア認定校等の大幅な増加を目指す(２０２０年度までに２
００校)こととされている。
(※1) 最初に本目標を政府方針として打ち出した「日本再興戦略-JAPAN is
BACK-」が閣議決定された時点（平成25年6月）の認定校数。

【出典】国際バカロレア機構

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
グローバル化が加速する中で、様々な分野で活躍できるグローバル人材の育
成が必要であるという状況を踏まえ、「第３期教育振興基本計画」におい
て、「日本人高校生の海外留学生者数を6万人にする」こととしている。
【出典】文部科学省調べ

②外国へ研修旅行し
た日本の高校生数
（人）

測定指標
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関連する
指標

行政事業レビュー
番号

達成目標2 0017

① 0395

①② 0396

③ 0398

達成目標2 0400

①② 0401

達成目標2 0402

② ―

―

平成30年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和元年度
当初予算額
【百万円】

備考

417.1 ―

＜参考＞
独立行政法人日本学生支援機構
官民協働海外留学支援制度
～トビタテ！留学JAPAN
日本代表プログラム～

（平成26 年度）

民間企業等からの寄付
により実施

民間企業等からの寄付
により実施

意欲と能力のある日本人留学生の海外留学を促進するた
め、官民協働海外留学支援制度により、経済的負担を軽
減するための奨学金を支給する日本人留学生の選考及び
その支給事務を円滑に実施する。なお、実施に当たって
は民間企業等からの寄附金を募り、計画的に運営する。

達成手段
（開始年度）

国際バカロレアの推進
（昭和54 年度）

91（91） 90.6 ―

国際教育交流事業の振興
（平成19 年度）（再掲）

13（12） 12.9 ―

青少年の国際交流の推進
（平成14 年度）（再掲）

74(59) 64.2

―

0(0) 1.3 隔年事業

昨年度事前分析表からの変更点

オーストラリア科学奨学生の派遣
（昭和43 年度）

学者・教職員等の交流
（平成23 年度）（再掲）

157（147） 129 ―

社会総がかりで行う高校生留学促進事業
（平成26 年度）

140(116) 128.4 ―

アジア高校生架け橋プロジェクト
（平成30年度）

201(201)
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